農業協同組合の実態調査研究 by 寺田,由永
個 人 研 究
農業協同組合の実態調査研究
寺　田　由　永
Research　on　the　Japanese
Co－operatives
Yoshinaga　Terada
　今日，日本の農村経済社会において，農業協同組合
が占める地位は不動である。それがもつ機能を無視し
て，農業を語ることは困難になってきている。もちろ
んそれは，農業協同組合が食糧管理制度と一体をなし
て発達してきた，そのことの故ではある。
　農業協同組合は米の集荷業者として，政府への売渡
し米をほとんどその手で集める。その売渡し代金を自
動的に農協預金化し，したがって農家が，組合から生
産資材，生活資材を購入するのを容易にする，まこと
に農業協同組合は，米をめぐって農家に密着し，その
生産から消費までに関わりをもつ。
　こうして農村経済社会においては，協同体制が深化
してきた。しかしながら，もし食糧管理制度が廃止さ
れるような事態になると，この協同体制にも危機が訪
れる。食糧管理制度を根本的に考え直そうとする動き
が出てきているが，早急に制度廃止に至らないとして
も，近い将来において，何等かの改訂を見るであろう
こと，これは恐らく必至とみるべきであろう。とすれ
ば，農業協同組合側がそうした動きに抵抗の姿勢をみ
せるのも，けだし当然としなければなるまい。
　今回の調査は，昨年に引続き重点を，農業協同組合
による株式会社の設立に置いた。この傾向はいよいよ
強まり，多くの連合会が各種業種について設立し，あ
るいは設立準備中である。さらに連合会にとどまら
ず，単位農業協同組合，特に大型合併農協において，
そうした動きがみられるようになってきた。これを単
に流行的現象とみなすことは危険であろう。より根本
的に，資本主義経済秩序における協同組合の問題とし
て，適確にそれを捉える必要があるように思われる。
　あるいはリーフマソのいうように，その法的外装に
もかかわらず，株式会社とはいえ実質的には協同組合
である，と規定し得るものであるかもしれない。しか
し逆に，協同組合と称しても機能的に株式会社である
可能性も，理論的にはあり得ることなのである。何れ
にしても今日のところは，若干の例外を除いて株式会
社設立後日が浅く，またこれから設立されていくであ
ろうというように，事態はいまだ流動的というほかは
ないQ
　行政官庁もまだ状態，情勢を適確には把握していな
い。株式会社設立の状況に関する全国的調査も，今夏
を期してとりまとめられる予定とのことである。全国
農業協同組合中央会も，意識的にはこの問題をとりあ
げてはいないようである。それにもかかわらず現実は
動いている。そしてこうした動きは，農業協同組合の
内部にさまざまな問題を発生させ，場合によれば法の
改正にまで至らせるかも知れない。
　官庁の認識がどのようなものとなり，指導の方向が
何れに向くかは将来の問題である。しかしこうした動
きは，ある意味では協同組合企業が私的企業に対し，
対決を挑んだことを示すものなのである。とすると，
協同組合はいかにして資本主義原理の貫徹に対応する
か，はたして農業協同組合は変貌するであろうか。
　一方農業協同組合側のこうした動きは，当然に同業
種の私的企業を刺激するであろうし，特に単位農業協
同組合の株式会社設立によって，地域経済社会には大
きな波紋がえがき出されることであろう。その一つと
して，私的企業の側からする反対運動が起るのは，必
至のこととしなければなるまい。こうしてかつての
「反産運動」が，装いを新たにして再び登場するのは
明らかである。
　何れにしても農業協同組合による株式会社の設立
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は，はたして資本主義経済秩序の発展に対応するもの
なのであろうか。農村経済社会の発展変貌に対応する
ものなのであろうか。相異った原理に立つ二つの企業
が，ここに正面から対決する場を，より適確に把握す
るために，今後もなお，引続き調査研究を進めていく
つもりである。
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